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要　約
　近年の産業構造の変化によりサービスの価値が高まり、従来、物の流通の円滑化を主たる根拠としていた特
許権の消尽の理論について、見直しが議論されている。そのような消尽を巡る現代的課題の中で、消尽と契約
の関係、外国での譲渡と消尽の関係について、米国では Impression Prods. v. Lexmark 事件最高裁判所判
決（2017 年）が、従来の CAFC 判例を変更し、特許権者が特許製品の販売に際し転売禁止等を契約してい
たとしても、特許権は消尽すること、特許権者が国外において特許製品を販売した場合も特許権は国際消尽す
ることを判示した。この判断は、特許権の消尽の根拠を特許製品の所有権を譲渡するという特許権者の決定に
求める考え方であり、黙示の許諾論による柔軟な判断よりも、製品の円滑な流通や予測可能性を重視する政策
判断である。また、サービスに関連する特許権について問題となる、方法特許の消尽や特許発明の部分的実施
と消尽の関係について、Quanta Computer v. LGE 事件最高裁判決（2008 年）は、特許発明の全てを実
施せずとも、実質的に実施している物の販売により特許権は消尽するという「実質的実施テスト」基準を確立
しており、実質的に同一の特許発明について、方法特許により消尽法理を回避することは厳しく戒められている。
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1．はじめに
　近年、産業構造が「もの」から「こと（サービス）」
に移行し、サービスの価値が高まるにつれて、従来、

「物の流通」を念頭に置いていた特許権の消尽の考え
方は、特許発明の価値に応じた対価の回収という観点
から見直しが必要ではないかという議論が活発化して

いる（1）。特許権の消尽とは、特許権者等が特許製品を
譲渡した場合には、当該特許製品について特許権はそ
の目的を達成したものとして、特許権の効力がその製
品の使用や再譲渡等に及ばなくなることをいう。特許
権の消尽は、日本特許法上の規定はなく、判例法理と
して認められており、諸外国でも認められているが、
その理論的根拠や消尽が及ぶ範囲等については、多様
な議論がある。特許発明の価値に応じた対価回収の観
点から、とりわけ、消尽と契約との関係をどのように
考えるかは大きな問題である。また、サービスに関連
する特許権については、方法特許の消尽の問題や、特
許発明の部分的実施と消尽の関係も議論を呼んでい
る。なぜなら、サプライチェーンの上流で特許発明実
施品の部品や半製品を権利者が譲渡等したことにより
特許権が消尽すると、下流で大きな収益を上げるビジ
ネス形態においては特許発明の対価を適切に回収でき
ないのではないかが論じられているからである。国際
取引の活発化に伴い、外国で特許製品を譲渡した場合
に特許権が消尽するかという問題も、重要性を増して
いることは言を俟たない。
　こうした消尽を巡る現代的課題の中で、特許製品を
譲渡する際に、販売後の制限を契約した場合にも特許
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権は消尽するか、また、外国で譲渡した場合にも消尽
するかという論点について、米国では、従来、契約に
より消尽を否定できること、外国での譲渡により消尽
しないことが、連邦巡回区控訴裁判所（以下、CAFC）
の裁判例で確立していると解されてきた。ところが、
米国連邦最高裁判所は、2017 年の Impression Prod
ucts, Inc. v. Lexmark International, Inc.（2）（以下、Im
pression 最高裁判決という）において、特許権者が特
許製品の販売に際し転売禁止等を契約していたとして
も、特許権は消尽すること、特許権者が国外において
特許製品を販売した場合も特許権は国際消尽すること
を判示し、これまでの CAFC の判断を覆した。この
米国最高裁判決は、特許権の消尽について、特許法に
おける位置づけを CAFC の解釈とは異なるものとし
て捉え、また、理論的根拠として特許権より所有権を
優位におく考え方を採った。これは日本の判例法理と
も異なる立場であり、産業界に大きな影響を及ぼして
いる。本稿では、Impression 最高裁判決によって大
きく変更された、契約と消尽の関係及び国際消尽の理
論を中心に、米国において特許権の消尽が現在どのよ
うに考えられているのかを分析したい。

2�．Impression 最高裁判決（2017）前の特許権の
消尽―契約と国際消尽を中心に（3）

　まず、Impression 最高裁判決以前の米国において、
特許製品を譲渡する際に販売後の制限を契約していた
場合（条件付販売）、また、外国において特許製品を
譲渡した場合（国際消尽の問題）について、裁判例は
特許権の消尽をどのように考えてきたのかを確認する。

　2．1　条件付販売による国内消尽
　特許権者等が特許製品を譲渡する際に、契約により
特許製品の使用に条件を付したり、再販売を禁止した
りする制限を課していたが、契約相手がこれに反した
場合に、特許権が消尽していないのであれば、契約違
反のみならず特許権侵害にもあたり、契約違反に問え
ない転得者にも特許権侵害を主張できることになる。
これは、権利者が特許製品を譲渡することにより本来
は特許権が消尽するところを、契約により消尽しない
とすることが可能かという問題である。したがって、
特許権の消尽の理論的根拠を、特許権者の黙示的な実
施許諾であると考えるとすれば、明示の契約によって
消尽しないとすることができると解することができる。

　米国では、権利消尽法理（4）と黙示的実施許諾とは、
別の事象ではなく、同じ事柄を説明する二つの方法と
考えられており、それらの実質的根拠は、特許発明の
実施について権利者が「完全な価値（full value）」を
得た場合には、それ以上の権利行使を許さないという
考え方であると解する説がある（5）。別の説では、米国
における消尽理論の起源は、特許製品の所有権の効果
としての説明であったが、判例の発展に伴い、特許政
策に基づくものへと変化してきたとするものがある（6）。
古い判決の多くは、消尽理論と黙示的実施許諾理論を
区別していないが、本来は区別すべきところ、CAFC
の判例は区別しており、すなわち、消尽理論は、特許
法特有の政策目的に係り、特許権者が発明公開の代償
を得た後、一般公衆によるその特許製品の自由な実施
を確保するため、排他権の消尽を認めるものであるの
に対して、黙示的実施許諾は、契約法上の理論であ
り、当事者間の信頼及び取引の安全を保護するもので
あるといわれている（7）。
　米国において、条件付販売により特許権が消尽する
かという問題について判断した CAFC の先例として
裁判例で最もよく引用される判決は、Mallinckrodt, 
Inc. v. Medipart, Inc.（CAFC 1992 年）（8）（以下「Mall
inckrodt 判決」）である。この事件では、特許製品で
ある医療機器について、特許権者は病院に「一回限り
使用」との指示つきで販売していたが、被告は、使用
済み機器を回収して再生処理し、もとの病院に返送し
ていたため、この行為が特許権侵害にあたるか、それ
とも、特許権は消尽しており非侵害かが争われた。
CAFC は、販売には条件を付しうるという契約法の
原則に基づき、特許権の消尽法理は、条件付販売を無
条件の販売に変えるものではないと述べて消尽を否定
し、特許権侵害を認めた。
　条件付販売により特許権は消尽しないとした、この
Mallinckrodt 判決を、最高裁が覆したのかが問題と
なったのが、Quanta Computer, Inc. v. LG Electron
ics, Inc.,（2008 年）（9）（以下「Quanta 最高裁判決」）で
ある。この事件では、特許権者 LGE 社がインテル社
に許諾した特許製品（マイクロプロセッサー）の製造
販売ライセンス契約において、インテル社製品の購入
者はこれをインテル社製品と組み合わせて使用しなけ
ればならないとする条項があり、また、ライセンス契
約とは別の基本契約において、インテル社はその旨を
購入者に通知する義務があったところ、インテル社は
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この通知をしていたが、購入者の Quanta が、非イン
テル製品と組み合わせて特許製品を製造したため、
LGE社がQuanta を特許権侵害で訴えた。そこで、特
許権者が販売後の特許製品の使用方法について制限を
していたことにより、制限に反した使用について特許
権は消尽しないかが争われた。原審（10）で CAFC は、
特許権者は、インテル社製品を、非インテル社製品と
組み合わせて使用する目的で Quanta に販売すること
についてインテル社にライセンスを与えていないと認
定し、特許権の消尽は、無条件の販売（unconditional 
sale）により生じるものであって明示的な条件付販売
又はライセンスには適用されないとして、消尽を否定
した。これに対して最高裁は、特許権の消尽は、「特
許権者による許可された販売（authorized sale）」に
より生じるとした上で、当該ライセンス契約は、イン
テル社の権利を制限していないことを理由として、消
尽を認めた。最高裁はこの判決では、インテル社に対
するライセンスは条件付きではなかったと解釈したた
め、条件付販売により消尽するかにつき判断しなかっ
たと解する説（11）がある一方で、消尽の要件を、「無条
件の販売」ではなく「許可された販売」と述べた点か
ら、CAFC の条件付販売の理論は否定されたと考え
るべきだと述べる説（12）もあり、この点に関する
Quanta 最高裁判決の解釈は分かれていた。

　2．2　国際消尽
　特許権者等が特許製品を譲渡したのが国外であった
場合でも、国内での譲渡と同様に特許権が消尽すると
する国際消尽を、CAFC 判決は認めてこなかった。
その代表例として引用されるのが、Jazz Photo Corp. 
v. ITC（CAFC 2001 年）（13）（以下「Jazz Photo 判決」）
である（14）。この事件は、使い捨てカメラにフィルム
とカートリッジを搭載する方法に係る特許権につい
て、米国内で適法に実施され、これによる物が制限な
く販売された場合は、特許権は消尽するとされた事案
であるが、米国外で販売された製品については、消尽
しないとされた。この判決で CAFC は、米国の特許
権者が、特許製品を国外のみで販売又は販売許可をし
た場合は、購入者に米国に輸入し販売、使用する権限
を与えていないのだから、それらの行為は無権限によ
るものであること、米国特許権者の販売がその特許製
品の権利を消尽させると推定されるような米国が支配
する米国市場と、外国の主権により支配されている外

国市場は、同等ではないと判示した。
　しかし、Quanta 最高裁判決は、特許製品の譲渡が
国内か国外かを問題とせず、その後、国際消尽を肯定
する判決 Tessera, Inc. v. ITC（CAFC 2011 年）（15）が
出された。この判決は、無条件の世界的なライセンス
の下で許諾された国外販売により、米国特許権も消尽
するとしたものである。一方で、従来通り、特許権の
国際消尽を否定する判決 Fujifilm Corp. v. Benun

（CAFC 2010 年）（16）、Ninestar Tech. Co. v. ITC（2012
年）（17）もあり、判決は分かれている状況となった。そ
して、著作権について国際消尽を認める最高裁判決
Kirtsaeng v. John Wiley & Sons, Inc.（2013）（18）（以下

「Kirtsaeng 最高裁判決」）が出されたため、特許権に
ついても同様の判断がなされるかが注目されていた。
LifeScan Scot., Ltd. v. Shasta Techs., LLC（CAFC 
2013 年）（19）は、国外での販売が問題になった国際消尽
のケースではないが、製品の販売ではなく贈与により
特許権が消尽するかに関して CAFC は、消尽に関し
て特許権と著作権とで区別はなく、Kirtsaeng 最高裁
判決は特許権の消尽にも同様に適用されるべきである
と判示し、著作権のファーストセール法理は著作権法
に明文規定（著作権法 109 条（a））があるのに対して
特許法では規定がないが、最高裁は、この法理はコモ
ンローに根ざすものであると解しているとした。
　政治的には、米国政府は TRIPS 交渉において国際
消尽の考え方に強く反対し、国際消尽を導入しようと
する開発途上国と対立し、激しい議論となったことが
知られており、米国は、国際的権利消尽について各国
が自由に制度のあり方を決定できることを条約で明記
することは絶対に認めがたいとの態度で交渉に臨んで
いたとされる（20）。

3．Impression 最高裁判決（2017）（21）

　このような状況の中、Impression 最高裁判決は、
条件付販売、国外譲渡のいずれのケースにおいても、
特許権は消尽することを判示し、原審判決を破棄差戻
として（22）、CAFC において従来確立されていた法理
を覆すことを明らかにした。

　3．1　事実の概要
　原告 Lexmark 社は、レーザープリンター用トナー
カートリッジの構成及び使用方法に係る米国特許権を
有し、当該特許製品を製造し米国内外で販売してい
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た。その販売方法には 2 通りあり、1 つは定価かつ無
条件の販売であるが、他の 1 つは、2 割引きだが再使
用や転売は禁止され、使用済みカートリッジは原告に
のみ返却しなければならないという契約による「返却
プログラム」と呼ばれる販売であった。被告 Impres
sion 社は、使用済みカートリッジを米国内外で入手
し、これを再生して販売した。そこで原告は、国内販
売にかかる返却プログラム版カートリッジの再生販
売、及び国外販売にかかるすべてのカートリッジの再
生販売は、特許権を侵害すると主張して提訴した。こ
れに対して被告は、いずれのケースにおいても特許権
は消尽していると主張した。

　3．2�　第一審（オハイオ南地区連邦地方裁判所）
判決（23）

　国内販売の返却プログラムカートリッジについて、
判決は、Quanta 最高裁判決を、特許製品の販売後の
制限が課されていても消尽は成立すると判示している
という意味に解釈した。なぜなら、Quanta 事件にお
いて顧客は販売の条件につき通知を受け取っていた
が、それでもなお最高裁は、ライセンシーであるイン
テル社が無制限の権限により販売したことによって特
許権は消尽すると判示したからである。したがって、
Quanta 最高裁判決後は、無条件の権限により一旦販
売されたら、販売後の制限を付けることにより特許権
の消尽を防ぐことはできないのであり、その限りで
Mallinckrodt 判決は覆されたのであるとした。この解
釈は、既に Static Control Components, Inc. v. Lex
mark Int’l, Inc.（2009 年）（24）でケンタッキー東地区連
邦地方裁判所が判示していると述べて、本地裁判決も
これに賛同し、本件でも特許権の消尽は成立している
として、返却プログラムカートリッジに対する特許権
侵害訴訟の請求を棄却した。しかし、国外販売のカー
トリッジについては、著作権についての Kirtsaeng 最
高裁判決は、特許権には適用されず、国際消尽を否定
した Jazz Photo CAFC 判決は、Kirtsaeng 最高裁判
決により覆されていないとして、国際消尽を否定し、
被告が申し立てた棄却を求めるモーションを却下し
た。

　3．3　原審（CAFC大合議）判決（25）

　CAFC は大合議で判断し、まず、条件付き販売に
よる国内消尽については、特許権者が特許製品の販売

時に、購入者に対して再販売や再使用は禁止されてい
る旨を通知して販売した場合は、特許権者は購入者に
対して、その禁止された再販売や再使用をする権限を
与えていないのであり、特許権者が、このような行為
をした購入者や禁止を知っていた転得者に対して、特
許法 271 条に基づき特許権侵害責任を問う権利は消尽
しないとして、特許権侵害を否定した第一審判決を破
棄した。Mallinckrodt 判決は、Quanta 最高裁判決に
よって覆されていない、なぜなら、Quanta 事件は、
無制限の権限を特許権者から与えられた独立した製造
者による販売の事案であって、制限付きの販売ではな
かったからであるとした。
　次に国際消尽については、国際消尽を否定した
Jazz Photo 判決に従い、国際消尽を認めず、特許権
侵害を認めた第一審判決を維持した。特許権者が国外
で販売した特許製品の購入者は、国外で販売されたこ
とを特許権侵害に対する抗弁として主張できるかもし
れないが、それは、消尽とは別個の抗弁としての、明
示又は黙示の実施許諾があったということだけであ
り、それは特許権者とのやり取りその他の販売の状況
に基づくものであると判示している。
　原審判決の理由づけや議論については、最高裁判決
が詳細に検討し反論しているので、最高裁判決の紹介
において後述する。

　3．4　司法省のアミカス・ブリーフ（26）

　この裁判では、多くのアミカス・ブリーフが提出さ
れているところ、米国政府（司法省）によるアミカ
ス・ブリーフが注目される。司法省は、条件付き販売
による国内消尽については、権限ある者の特許製品の
販売により、特許権は完全に消尽し、販売後の使用や
再販売の制限を特許法により執行することはできない
と述べていた。もし、特許製品の使用や再販売につい
て、通商の下流における多数の時点で特許権者がロイ
ヤリティを要求できることとすれば、実務上の困難を
生じるであろうが、完全な消尽によりこれを防ぐこと
ができるのであり、最高裁の判例も、ごくわずかな例
外を除いて、販売後使用や再販売の制限を特許権侵害
訴訟を用いて達成しようとする試みを、繰り返し拒絶
してきたとしている（27）。
　国際消尽について司法省は、米国外で特許製品が販
売された場合、上告人が述べるように米国特許権は必
ず消尽するということでも、被上告人が述べるように
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決して消尽しないということでもなく、その中庸的立
場、すなわち、推定的な国際消尽のルールを採用し、
特許権者が米国特許権を明示的に留保しない場合に米
国特許権は消尽するとすることが、特許法の属地的性
質と、特許製品の無制約の販売により購入者はその製
品についての全ての権利を取得するとみなされるとい
う伝統的な権利との、適切なバランスをとるものであ
ると述べていた（28）。Boesch v. Graff（1890 年）（29）最高
裁判決は、外国において当該外国法の下で合法的に販
売されたことによって米国特許権は消尽しないと判示
したが、これは米国特許権者が関わったり権限を与え
ていたりしていない事案であり、米国特許権者やその
許諾を得た者が外国で販売した場合に米国特許権が消
尽するかについて判断したものではない。また、下級
審判決では、外国での販売に際し米国特許権を明示的
に留保することを長らく認めてきており、一方で、外
国での無制約の販売によって米国特許権が消尽すると
していたのであると述べていた（30）。

　3．5　最高裁判決
　（1）　消尽理論の根拠
　Impression 最高裁判決は、消尽理論の根拠につい
て、原審への反論も含めて詳細に論じている。Im
pression 最高裁判決は、「消尽理論は、特許権より

『譲渡に制限を付してはならない』というコモンロー
の原則の方が優先するという地点である。」（31）とする。
そして判決は、17 世紀イギリスでクック卿が著した

『イギリス法提要』（1628 年）の一節（32）を引用し「も
し所有者が物の販売後もその再販売や使用を制限する
とすれば、そのような制限は無効である、なぜなら、
それは通商や流通に反し、人と人との取引や契約に反
するからである。」と述べる。この引用は、Kirtsaeng
最高裁判決（2013 年）でも同じように使われている
ものであり、Kirtsaeng 最高裁判決は、著作権法にお
いて消尽は、動産の譲渡に制限を付すことを拒否する
コモンローの伝統に回帰するものであると説示してい
る（33）。先例としては、Keeler v. Standard Folding 
Bed Co. 最高裁判決（1895 年）（34）の判示として、特許
権者が一旦特許製品を販売すれば、有限である独占権
により保障されたすべての権利を享受したことになる
こと（35）、また、United States v. Univis Lens Co. 最
高裁判決（1942 年）（36）（以下「Univis 最高裁判決」）の
判示として、特許権者がその発明の使用に対して対価

を得た時点で、特許法の目的は達成されたのだから、
特許法は、販売された物の使用や収益を制約する根拠
を与えるものではなくなることが引かれている（37）。
　原審は、消尽理論の根拠を、特許権侵害の条文（特
許法 271 条（a））、すなわち、特許製品を「権限なく」
使用、販売することを禁じていることの解釈から導い
たが、これは誤りである。すなわち、原審は、消尽
は、特許権者が特許製品を販売するという決定をした
ことにより、これを購入者が使用し再販売する「権限
を与えたと推定される」というデフォルト・ルールを
反映したものであるとする。原審によれば、特許権者
は、必ずしも「権利の束」のすべてを手渡す必要はな
く、特許権者が明示的にその束の一つを留保する（た
とえば購入者の再販売の権利を制限する）場合は、購
入者はその留保された権限を得ることはできず、特許
権者が、特許法に基づいて、その排他的権利を引き続
き行使することができるとする（38）。
　しかし、Impression 最高裁判決は、この論理は誤
りであり、消尽理論は販売に基づく権限の推定ではな
いと述べる。United States v. General Elec. Co. 最高
裁判決（1926 年）（39）を引用し、消尽理論は、「特許権
者の権利範囲の制限」であるとする。また、Crown 
Die & Tool Co. v. Nye Tool & Machine Works 最高
裁判決（1923 年）（40）を引用し、物を使用、販売、輸入
する権利は、特許法とは別に存在し、特許権が付与す
るのは、他人がそうした行為をなすことを禁ずるため
の限定的な権利であると述べている。そして、消尽に
よりこの排他的権利は消滅し、物を使用、販売、輸入
する権利は所有に伴う権利であるから、販売により移
転し、もはやいかなる排他的権利も残らないため、購
入者は、特許権侵害訴訟を免れることになるという（41）。

　（2）　条件付販売による国内消尽について
　Impression 最高裁判決は、特許権者が条件付きで
特許製品を販売しても、特許権は消尽するとした。
Bloomer v. McQuewan 最高裁判決（1853 年）（42）を引
用し、特許法は、特許権者にその発明の製造、使用、
販売申出、販売の排他権を付与する（特許法 154 条

（a））が、この排他権には、160 年以上、消尽理論に
よる制限が課されている。この制限は自動的なもので
あり、特許権者が特許製品を販売した後は、その製品
はもはや排他権の範囲を超え、購入者の所有権に伴う
権利と利益のある「個人的で独立した財産」になると
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する（43）。そして、Univis 最高裁判決（1942 年）を引
用し、特許権者は、特許製品の価格や契約につき購入
者と自由に交渉することができるが、その所有権を購
入者に移転した後は、その使用や処分を特許権に基づ
いて支配することはできないとする（44）。また、Quan
ta 最高裁判決（2008 年）を引用し、販売は、その製
品に対するすべての特許権を終了させるとする（45）。
　Impression 最高裁判決が典拠した判例は、Boston 
Store of Chicago v. American Graphophone Co.（1918
年）（46）とUnivis 最高裁判決であり、両事件とも再販価
格拘束による独禁法違反が争われた事案ではあった
が、この拘束の違法性ではなく、製品の販売が理由
で、特許権者は特許権侵害訴訟により再販価格契約を
履行させることができなかったとする。そして、明示
され合法的であったとしても、条件が付された販売に
おいても特許権が消尽することを認めたのが、
Quanta 最高裁判決である。ここでは、契約の合法性
についてはほとんど触れることなく、権限ある者の販
売により、その製品は特許の排他権の範囲外となると
した。
　以上より、一旦販売されたら、返却プログラムの
カートリッジも、特許権の範囲外となり、原告がどの
ような権利を留保していたとしても、それは購入者と
の契約の問題であって、特許法の問題ではないと結論
づけた。
　条件付き販売に関する原審の誤りについて、Im
pression 最高裁判決は次のように述べている。原審
は、特許権者が販売に際して特許権の留保ができない
とすれば、特許権者の販売とライセンシーの販売に不
合理な差を設けることになると主張する。原審は、
General Talking Pictures Corp. v. Western Elec. 
Co. 最高裁判決（1938 年）（47）（以下「General Talking 
Pictures 最高裁判決」）によれば、特許権者の制限に
反したライセンシーからの悪意の購入者の行為を特許
権侵害とすることができるのに、特許権者が直接販売
した者に対しては別とする意味がないと述べるが、誤
りである（48）。特許権者は、ライセンシーに制限を課
すことができるが、それは、ライセンスは、販売の場
合のような「譲渡に制限を付す」という問題を意味し
ないからである。特許権の消尽は、物が市場に置かれ
たら、なんら権利に法的障碍なく流通すべきだという
原則を反映したものである。ライセンスは、物の権利
を譲渡するものではなく、特許権者の独占権の範囲を

変更する、すなわち、製造や販売についてライセン
シーを排除しないことを約し、権限を有する製造販売
者の範囲を拡大するものであることを、Impression
最高裁判決はUnited States v. General Elec. Co. 最高
裁判決（1926 年）（49）を引用して述べる。特許権者は、
ライセンスの場合は物ではなく権利を売買しているの
であって、特許権による保護の束の一部だけを放棄す
ることは自由である（50）。特許権者がライセンシーに
制限を課すことは、原審が述べるような、特許権者が
特許法に基づいて購入者に販売後の制限を課すために
ライセンスを用いることを、意味しない（51）。ライセ
ンス契約により、ライセンシーに、個人の非商業的用
途のためにしか販売してはならないという制約を課
し、ライセンシーがこれに従って販売していたにもか
かわらず、ライセンシーの顧客がこれに反した場合で
も、その特許製品についてすべての特許権は消尽して
おり、ライセンシーも契約法によってしか救済されな
いことは、特許権者自身が条件付きで特許製品を販売
した場合と同じであることを、Motion Picture Pat
ents Co. v. Universal Film Mfg. Co. 最高裁判決（1917
年）（52）を引用して述べている（53）。
　原審が引用しているGeneral Talking Pictures 最高
裁判決（1938 年）は、根本的に事案が異なり、ライ
センシーがライセンスの範囲外で、それを知りながら
販売したケースである。したがって、あたかも特許権
者がライセンスを全く与えていないケースであるかの
ように扱い、特許権者は、ライセンシーもその契約違
反を知っていた顧客も特許権侵害により訴えることが
できた。このことは、特許権者が販売後に購入者に制
約を課すためにライセンスを用いることができること
を意味しない。これとは逆に、ライセンシーはライセ
ンス契約に違反したことにより特許権を侵害したので
あり、ライセンシーの顧客は、ライセンシーの侵害行
為に加担したために特許権侵害とされたのである。つ
まり、General Talking Pictures 最高裁判決は、特許
権者がライセンシーに販売の許諾をしていない場合
は、その販売により特許権は消尽しないという法理を
示したものである。
　Impression 最高裁判決は、このように特許権の消
尽は、統一的で自動的なものであるとする。特許権者
が一旦販売を決意した以上、それが自身によるかライ
センシーによるかを問わず、販売後の制限を直接また
はライセンスを通じて課していたとしても、その販売
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により特許権は消尽するのである（54）。

　（3）　国際消尽について
　著作権法 109 条（a）は、ファーストセール法理を
定め、著作権者が適法な複製物を販売すれば、購入者
がこれを自由に販売及び処分することを制限する著作
権者の権利は失われる。Kirtsaeng 最高裁判決（2013
年）は、ファーストセール法理が、国外で適法に作成、
販売された場合にも適用されることを判示した（55）。こ
の国際消尽も、ファーストセール法理が、動産の譲渡
に制約を課してはならないというコモンローに由来し
ていることを示しているのである（56）。コモンローの
原則は、議会が反対の立法目的を有していたことが明
白である場合でない限りは適用されるものであり（As
toria Fed. Sav. & Loan Ass’n v. Solimino（1991））（57）、特
許権と著作権は強い類似性と目的の共通性があるのだ
から、特許権の消尽と著作権のファーストセール法理
を異なるものとすることは、理論的にも実務上も意味
をなさない（Bauer & Cie v. O’Bauer & Cie（1913））（58）。
　消尽は、特許権者がその特許製品を譲渡し、「その
物とそれが具現している発明」の対価として相応しい
と特許権者が決めたものを受け取るという決定をした
ことによって、引き起こされるものである（Univis
最高裁判決）（59）。特許権者は、米国におけるのと同じ
ような対価を外国では得られないかもしれないが、特
許法は、特定の対価を保障するものではない。排他権
は、各特許製品を特許権による独占の範囲外に譲渡す
る際に、特許権者が十分な補償であると考える額の対
価を一度受け取ることを保障するだけのものである

（Keeler v. Standard Folding Bed Co. 最高裁判決（1895
年））（60）。
　最高裁が国際消尽について判断したのは、125 年以
上前の Boesch v. Graff（1890 年）（61）事件が唯一のも
のである。この事件では、特許権者はドイツと米国で
特許権を有していたところ、ドイツにおいて先使用権
のような法定実施権を有する者が販売した特許製品を
米国に輸入した者が、特許権の消尽を主張したが認め
られなかった。この事件では特許権者がドイツで特許
製品を販売しておらず、ドイツの製造者に許諾も与え
ていなかったため、消尽しなかっただけであり、およ
そ国際消尽は認められないということではない（62）。
　Impression 最高裁判決は、政府（司法省）のアミ
カス・ブリーフについて、次のようにコメントしてい

る。政府は、米国特許権者により権限を与えられた国
外での販売は、米国特許権を明示的に留保していない
限り、米国特許権を消尽させる、という中庸的立場を
述べる。この政府の理論は、特許権者と購入者の間に
おける販売をめぐる期待に焦点を合わせているが、そ
れは間違いである。消尽は、販売により特許権が移転
するかについての当事者の期待により生じるものでは
ない（63）。
　なお、国際消尽については、Ginsburg 判事が次の
ように反対意見を述べている。米国特許権は、国外で
は保護されず、特許法は国により異なり、各国は異な
る政策判断をしている。国外における販売は、米国特
許権により保護されていないのだから、国外での販売
が米国における米国法の保護を失わせることは不合理
である。また、国際的に調和がとれている著作権制度
と、そうではない特許制度は異なるのであり、私は著
作権について国際消尽を認めた Kirtsaeng 最高裁判決
に同意しないが、仮に同意するとしても、それを特許
権についてあてはめるべきではない（64）。

4．Impression 最高裁判決（2017）に対する学説
　米国においては、Impression 最高裁判決の立場に
賛成する考えはあまり見られない。Impression 最高
裁での審理中に、ロースクール教員 44 名が署名した
アミカス・ブリーフが、原審判決を支持する立場によ
り最高裁に提出されていた（65）。これによると、消尽
理論の役割は 2 つあり、取引の下流に位置する者が、
特許製品の最初の販売時に課された使用制限を知らな
いことにより不当な不意打ちを受けないようにするこ
とと、他方で開発者等が、特許発明を商業化するため
に最も効率的な体制を取るために、流通の様々な時点
で使用制限や価格条件を工夫することを可能にするこ
とである。消尽理論をあらゆる特許製品の取引に強制
的に適用し、契約による制限を認めないとすれば、不
意打ちを防止し取引コストを低減するという目的には
適うだろうが、技術流通過程を通じた効率的な契約と
いう他方の目的は達成できなくなる。特許製品販売時
の制限に関する下流での行為を特許権侵害訴訟を通じ
て禁止するという取引の可能性を制約し、特許取引を
カスタマイズすることによる戦略的利益を減じてしま
うからである。そこで、このアミカス・ブリーフで
は、特許権の消尽には推定アプローチ（黙示の許諾
論）を採用し、下流での制限が明確に通知されている



米国における特許権の消尽

パテント 2023 － 30 － Vol. 76　No. 1

場合には、消尽しないとすることを許す立場を主張し
ている。多様な製造者、販売者、消費者に合わせた使
用や価格の条件での契約を可能にすることによって、
技術開発者が開発投資を回収し、特許発明へのアクセ
スを促進することができるとしている。また、国外販
売に関しては、国際消尽を否定した原審の判示が特許
法にも Kirtsaeng 事件最高裁判決にも適合する、なぜ
なら、特許法には著作権法のような明文規定がないか
らである。しかし、それでもなお国外販売にも消尽理
論を及ぼすのであるならば、国内販売と同様に推定ア
プローチを採るべきであると主張していた。
　Impression 最高裁判決後の米国の学説（66）では、
Impression 最高裁判決は、特許製品の所有権移転と
はいえない制限付き移転の場合に消尽するかについて
は論じておらず、完全な所有権移転のみが消尽を引き
起こすことを示唆しているといわれている。また Im
pression 最高裁判決は、特許権者が制限的なライセン
スを付与し、これに違反したライセンシーと、ライセ
ンス契約違反を知ってライセンシーから購入した者に
対して特許権侵害で訴えることを認めているが、知ら
なかった購入者に対しても可能なのかは不明であると
している。一般的には、特許権の直接侵害には知不知
や意図を問わない厳格責任が課せられるが、Impres
sion 最高裁判決ではそのようには述べていないとし
ている。さらに国際消尽については、クック卿が述べ
た 17 世紀のイギリス法における土地や牛の所有権に
対する制限禁止の法理が、国際調和を欠いた 21 世紀
の複雑な多国間の特許制度に、どのように適用される
のか、満足な説明がないこと、Ginsburg 判事が反対
意見において、国外の販売は、米国特許制度とは無関
係に生じているのだから、これにより米国特許権が消
尽するというのは不合理であると述べているのは正し
いと論じられている。また、Impression 最高裁判決
は、著作権法における Kirtsaeng 最高裁判決の枠組に
特許権の事案を無理に当てはめようとしているが、著
作権法においては、ベルヌ条約により無方式主義が採
られ、自動的に国際的な保護が得られるのに対し、工
業所有権におけるパリ条約では、特許独立の原則が採
られ、外国で特許権を得るためには国毎にそのための
労力が課せられるのであり、両制度は異なっている。
古くから判決でも説かれてきたように、特許権の価値
は、市場が決めるその発明の値打ちとしての報酬であ
るが、市場からの報酬とは、米国法の下における米国

市場から得られる報酬であって、Impression 最高裁
判決が、「特許法は特定の対価を保障するものではな
く、排他権は、各特許製品を特許権による独占の範囲
外に譲渡する際に、特許権者が十分な補償であると考
える額の対価を一度受け取ることを保障するだけのも
のである」と判示しているのは、米国特許権も外国の
特許権も一つの「特許権による独占」として一緒くた
にし、特許法の地域的制限や各国特許権の独立性を無
視している点で誤りであるとしている。実務的には、
Impression 最高裁判決によりグレイマーケット（並
行輸入）が盛んになると考えられ、製薬業界には大き
な影響があるだろうが、特許法以外にもグレイマー
ケットに対する防御手段（67）がある製薬業界と異なり、
他の規制が存在しないプリンターカートリッジのよう
な業界は、特許製品を外国で販売することを控えるよ
うになるかもしれない。そうなれば、Impression 最
高裁判決は、消費者には有利であるといわれているこ
とに反し、長い目で見れば消費者にとっても有利な結
果をもたらさないであろうと述べられている。
　米国の経済法学者からの批判として、反トラスト法
においては、市場支配力や反競争効果などの悪影響、
社会的コストや便益、イノベーションに与えるメリッ
トとデメリットなどを考慮してきたが、Impression
最高裁判決は、そうした種々の事情は一切考慮に入れ
ず、一刀両断で単純な消尽のルールを打ち出している
といわれている。このようなカテゴリカルなアプロー
チは、特許政策、イノベーション政策、競争政策のい
ずれにとっても誤りであり、具体的な特許製品の譲渡
後の制限がもたらす実際の結果は、有益なものと有害
なものがあるのだから、これを吟味した上で、よりき
め細やかな消尽のルールを打ち立てる方が賢明であろ
うと論じられている（68）。また、Impression 最高裁判
決が根拠としたコモンローの譲渡後の制限に関する
ルールは、最高裁の認識よりも複雑なものであり、コ
モンローでは時期的に限定された制限は典型的には支
持されているところ、特許権侵害訴訟により行使され
る制限は特許権の存続期間中に限定されたものである
とも指摘されている（69）。
　日本の学説では、Impression 最高裁判決と原審判
決との違いは、消尽の特許法上の位置づけにあり、原
審は、消尽を特許法 271 条（a）（特許権侵害）に関連
する法理であって、許諾を与えたものと推定するデ
フォルト・ルールにすぎないとして位置づけている
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が、最高裁は、特許法 154 条（a）（特許権の効力）に
関わる制限であるとしたと分析されている（70）。Im
pression 最高裁判決は、消尽の根拠をコモンロー上の
譲渡制限の禁止法理に求めており、Quanta 最高裁判
決（71）などにおいて特許権の消尽を広く認めてきたこ
とからすると、米国最高裁には、特許権の国際消尽を
正面から認める土壌があり、Impression 最高裁判決
も必然的に生み出されたものと解する意見もある（72）。
また、このような理論上の理由に加え、消尽を否定し
た場合における実務への影響、たとえば何千もの部品
からなる中古車の修理・販売事業が妨げられること
や、技術進歩により供給網は複雑化し、スマートフォ
ンには約 25 万件もの特許が実施されていること等に
対する素直な感覚が、最高裁の判断を強く後押しした
のであろうという見解もある（73）。
　実務的には、米国特許権の消尽を起こさない方法
は、米国特許製品の所有権を他者に譲渡しないこと、
たとえば所有権留保やリースなどを行うことが考えら
れ、たとえば、コンピュータソフトウェアは、所有権
を譲渡せず、使用のみを許可するという形態は可能で
あるとする見解が唱えられているが、消耗品や比較的
安価なもの、広く売買されているものについては、困
難であろうとされている（74）。
　しかし、「販売ではない」とすることにより消尽を
免れうるかについては、米国の学説で疑問が呈されて
いる。すなわち、統一商法典（Uniform Commercial 
Code）によれば、購入者への引渡に関わらず商品の
権利を保有するいかなる試みも、その効果は「担保
権」に限られるとされており（UCC1 条―201 条（b）

（35））、これによるならば、譲渡担保ということにな
るのだから、依然として販売であって、消尽法理が適
用されることになると述べられている（75）。また同文
献では、Impression 最高裁判決が、消尽理論がなけ
ればスムーズな流通が阻害されると述べることに対し
ても疑問が示されており、根拠として、Mallinckrodt
判決（1992 年）（76）以来四半世紀にわたって、特許製品
の流通が阻害されていたようには見えないこと、商法
によって財産に担保権のような負担が設定されること
はよくあるが、経済的には実質的にプラスになると考
えられていること、正規の価格では購入できない顧客
層に対して割引きを実施するなどの販売条件を課すこ
とにより、経済効率を増すことができることを挙げて
いる（77）。

5．方法特許の消尽
　サービスに関連する特許権については、方法の発明
にかかる特許権が消尽するかという問題がある。この
点についても判断した上記 Quanta 最高裁判決（78）は、
方法特許は消尽しないという特許権者の主張を明確に
斥けた。すなわち、方法特許は、それを実施した

（embodied）製品が販売された場合に消尽するとし、
古く 1940 年の最高裁判決 Ethyl Gasoline Corp. v. 
United States（1940 年）（79）でも、上記 Univis 最高裁
判決（80）でも同旨を判示しているとしている。こうし
た扱いは確固たる根拠に基づいており、もし方法特許
に消尽が及ばないとするならば、特許権者は、クレー
ムドラフト技術によって装置のクレームをその装置の
機能を果たすための方法のクレームとして記述するだ
けで消尽を免れることができ、消尽理論を著しく損な
うことになる。すなわち、特許権者は特許発明を実施
した製品の販売を許諾したにもかかわらず、その購入
者が特許権侵害に問われることとなり、特許製品が一
旦適法に製造販売されたら、その使用にはいかなる制
約もないとされる古くから確立された消尽法理の回避
を許すことになると述べている（81）。
　後の CAFC 判決 Keurig, Inc. v. Sturm Foods, Inc.

（2013 年）（82）では、コーヒーメーカーと、これにカー
トリッジを装着してコーヒーを淹れる方法につき特許
権を有する原告が、原告が販売したコーヒーメーカー
に装着するカートリッジを販売した被告に対して方法
特許の侵害で訴えた事件について、方法特許は、原告
によるコーヒーメーカーの販売により消尽したとさ
れ、CAFC は、Quanta 最高裁判決が物の販売による
消尽を方法特許により回避しようとする策略について
消尽法理の回避は許されないと判示した上記の警告を
引用している（83）。
　もっとも、Helferich Patent Licensing, LLC v. New 
York Times Co.（2015 年）（84）で CAFC は、原審の消
尽の判断を覆して方法特許の消尽を認めなかった。本
件で特許権者は、携帯電話の装置にかかる特許権と、
様々なコンテンツを保存、更新し、携帯電話に向けて
送信するシステムと方法にかかる特許権を有してお
り、携帯電話を販売していたことにより、コンテンツ
に関する特許権も消尽するかが問題となった。CAFC
は、本件では 2つの発明があって、実施行為は別々の
グループ（消費者とコンテンツプロバイダー）に向け
られており、それぞれの実施が他方にも有用であると
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いう関係にあるが、特許権の効力を制限する消尽法理
は、そのような相補的な行為に適用されるものではな
いと述べている（85）。Quanta 最高裁判決など消尽を認
めた判決では、権利者から物を得た者が、その物と同
一の発明にかかる特許権を侵害したかが問題となって
いたが、本件は、Morgan Envelope Co. v. Albany Per
forated Wrapping Paper Co. 最高裁判決（1894 年）（86）

が傍論で述べていた事案、すなわち、侵害を主張され
ているものが、特許発明とは関係はありつつも別個の
ものであり消尽論は適用できない場合に近いとしてい
る（87）。また、Quanta 最高裁判決が特許発明の部分的
実施による消尽について判示した「実質的実施テス
ト」（次章で後述）に照らして、携帯電話のクレーム
によりコンテンツのクレームが実質的に実施されると
は言えないとした（88）。

6．特許発明の部分的実施と消尽
　特許発明の部分的実施と消尽についても、上記
Quanta 最高裁判決（89）は、上記 Univis 最高裁判決（90）

を引いて判示した。すなわち、特許製品として不完全
であるが、特許発明を実質的に実施している（sub
stantially embodies）物を権原に基づいて販売したこ
とにより、特許権は消尽するとした。実質的に実施し
ているかは、（1）その物に合理的な非侵害用途がな
く、（2）特許にかかる方法の発明的特徴を全て含んで
いること、から判断される（91）。本件では、特許発明
の実施に対して追加的に必要になるのは、ありふれた
工程や標準的な部品の追加であって、何らの創意工夫
も要しないこと等により、実質的な実施が認定されて
いる（92）。
　上記Keurig, Inc. v. Sturm Foods, Inc.（93）では、Uni
vis 最高裁判決と Quanta 最高裁判決によるこの（1）
（2）からなる基準を「実質的実施テスト（substantial 
embodiment test）」と呼んでおり、判断基準として
定着していることが察せられる。しかしこの事案で
は、特許権者は特許発明の実施品そのものを販売して
いるためこの基準は適用されず、実施品の販売を根拠
として特許権は消尽すると判示し、特許権者による、
販売した物に非侵害用途があるので（1）を満たさな
いとする主張を退けた。
　LifeScan Scot., Ltd. v. Shasta Techs., LLC,（2013
年）（94）でCAFCは、血糖値計を用いて血糖値を測る方
法の特許権について、その血糖値計に用いる細帯の販

売が侵害に問われたが、特許権者が当該血糖値計を無
料配布したことが特許発明の実質的実施にあたり、方
法特許が消尽するかが問題となった。CAFC は、本
件でも上記Quanta 最高裁判決の「実質的実施テスト」
を適用し、（1）の非侵害用途は、特許権者により合理
的に意図されたものでなければならず、意図されたも
のでない場合は消尽を否定できないとして（95）、血糖
値計は方法特許の実質的実施にあたり、方法特許は消
尽したと判断した。
　学説（96）では、特許発明を実質的に実施している物
かどうかの判断は困難であるという指摘があり、Life 
Technologies Corp. v. Promega Corp. 最高裁判決（2017
年）（97）では、事案は特許法 271 条（f）（1）（特許発明
の全ての又は実質的な部分〔all or a substantial por
tion of the components〕を海外で組み合わせるため
に供給することによる侵害）の適用が争われたもので
あるが、「実質的な部分」の判断は、質的意味すなわ
ち当該部分の重要性に基づくのではなく、量的になす
べきであると判示していることを参照している。この
最高裁判決では、特許発明の構成部分のほとんどは重
要であってそれを欠けば機能を果たし得ないものであ
り、裁判所や当事者にとって、その相対的な重要性を
容易に判断できるものではないことを理由として挙げ
ている（98）。

7．考察
　特許権の消尽の根拠として、特許製品の円滑な流通
と、特許権者の二重利得不要論がこれまで挙げられて
きたことは、日米で変わらない。しかるに、Impres
sion 最高裁判決は、日本では「所有権と特許権との
混同」として顧みられなくなった所有権理論を根拠と
したかのように見えるが、果たしてそうであろうか。
　Impression 最高裁判決は、国際消尽を認めるにあ
たり、特許権者が米国におけるのと同じような対価を
外国では得られないことは問題ではなく、排他権は、
各特許製品を特許権による独占の範囲外に譲渡する際
に、特許権者が十分な補償であると考える額の対価を
一度受け取ることを保障するだけのものであると判示
し、特許製品を譲渡する外国における対応特許権の有
無を問題としなかった。すなわち、ここで特許権者の
対価は一度だけであるということは、特許権に基づく
独占価格としての対価を意味しておらず、二重利得と
いうのも、独占権を二度以上行使するということでは
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ない。少なくとも日本において二重利得とは、特許権
を二度以上行使することを意味してきたため、国際消
尽論に対する批判として、外国での対応特許権の有無
によって消尽の成否を分けることの不合理が主張され
てきた。対応特許権の有無にかかわらず特許権は国際
消尽すると主張する学説では、二重利得論によって並
行輸入を認める根拠とすべきではないと述べられてき
た（99）のも、二重利得ということが独占価格の二重取
りを意味していたからこそ、これを根拠とすべきでは
ないと考えられたのであろう。しかし、米国最高裁に
よれば、特許権者の対価とは、「特許権者が十分な補
償と考えて譲渡を決めた」対価であって、特許権によ
る独占価格かどうかは関係ない。すなわち、重要なの
は、特許製品の所有権を譲渡するという特許権者の決
定なのであり、ここに消尽の根拠があると考えている
のである。
　米国最高裁が考える二重利得不要論は、特許製品の
所有権を譲渡するという特許権者の決定機会は一度保
障されればよいという意味であると考えると、消尽の
もう一つの根拠である特許製品の円滑な流通とも繋が
ることが分かる。製品の円滑な流通、すなわち取引の
安全とは、製品の所有権を得たらこれにつき制限はな
いという信頼であろう。日本の学説でも、消尽理論の
目指すところは特許製品について所有権を取得した者
の保護にあることに間違いはなく、所有権理論は、説
明不足であるとしても問題の核心の一端を捕捉してい
ると指摘されていた（100）。特許権と特許製品の所有権
が対立する状況で、いずれを保護するかという場面に
おいて、所有権を優先する根拠が、上記の「特許権者
の決定」だということではないか。決して、所有権と
特許権を混同しているわけではないのである。そして
このことは、米国最高裁のいうコモンローの伝統とは
関係のない日本においても、等しく妥当する理論であ
るようにも思われる。
　特許権の消尽の根拠の一つとして黙示の許諾論がい
われることがあるが、黙示の許諾は、特許権の消尽と
は別の法理であると考える。なぜなら、特許権の効力
が存するからこそ、その排他権を行使しないというこ
とが、黙示の許諾の内容なのであって、許諾があると
いうことは、当該実施品に対しても特許権が存在する
ことを前提としているからである。もっとも、消尽も
黙示の許諾も、特許権者等の特許製品の譲渡に伴い特
許権の効力が当該製品には及ばなくなることの説明と

しては共通しており、米国の従前の CAFC 判例によ
る実務は、黙示の許諾論を主軸として考えられていた
ということである。特許権の効力を優先し、特許権者
の取引の自由や諸般の事情を柔軟に考慮できる理論
は、黙示の許諾論である。
　特許権の効力と、特許製品の所有権との調整におい
て、いずれを優先させるかは、理論的に定まるもので
はなく、政策判断であろう。製品の円滑な流通や予測
可能性を重視するならば、米国最判のように消尽理論
を徹底させることが望ましいし、具体的事情に応じた
柔軟な判断をするためには、黙示の許諾論の方がよい
であろうが、柔軟な判断には裁判所の負担も伴うこと
になるだろう。

8．おわりに
　米国では、Impression 最高裁判決により、条件付
販売、国外販売のいずれによっても、特許権は消尽す
ることとなった。
　実務的には、特許権者のいわゆる消耗品ビジネスは
再考を迫られるであろうし、並行輸入ビジネスが隆盛
するかもしれない。特許権者側の方策として、消尽を
避けるために特許製品の「販売」を避け、貸与とする
ことが考えられる。しかし、単なる形式的判断ではな
く、実質的にみて譲渡に該当する場合は、消尽を避け
られないと思われる（101）。したがって、販売を避ける
という戦略が可能な製品は、高額な機械類などに限ら
れるであろう。特許製品の利用者側の方策としては、
特許権者（又はライセンシー）との取引により、所有
権が譲渡されているかどうかに留意する必要があるだ
ろう。
　消費財である医薬品は、販売せざるを得ない。米国
が TRIPS などの条約交渉において国際消尽に強く反
対してきたのは、途上国からの安価な医薬品の並行輸
入に対して特許権を行使したいという趣旨であったこ
とを考えると、Impression 最高裁判決の影響は多大
であると思われる。途上国からの並行輸入は、FDA
による規制などがあるにしても、最終的には止められ
ないであろう。先進国での値崩れを防ぐためには、途
上国での販売価格を先進国と同程度とすることが考え
られる。そのような価格では、途上国での需要を満た
すことはできないため、途上国では強制ライセンスが
発動される可能性がある。これにより途上国における
独占権の弊害を防ぎつつ、特許権者は、強制ライセン
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スからのライセンス料をわずかながら得ることができ
るのみならず、強制ライセンスにより販売された特許
製品は、権利者の意思に基づいて拡布された製品では
ないため、米国での特許権は消尽しないと解される。
特許権者の開発投資の回収を妨げることなく、権利者
自身が拡布した特許製品の国際流通の安全も損なわな
いための方策のひとつとして、考えることができるか
もしれない。
　特許権者側が消尽を避ける方策として実務的には、
方法特許の活用も検討されているようであるが、
Quanta 最高裁判決が、「実質的実施テスト」として、
特許権者が実質的には方法特許を実施する物や、部分
的な実施品を譲渡した場合には、方法特許も消尽する
という判断基準を確立しており、方法特許による消尽
法理の回避を厳しく戒めていることに留意すべきであ
ろう。
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